
１ 横浜市の補助制度等の概要

２ 木造住宅耐震改修促進事業の概要
（補助対象・補助金額等）

３ 設計・施工事業者登録制度について

４ 木造住宅耐震改修促進事業の申請について

講習の内容
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4 木造住宅耐震改修促進事業の申請について

（１） 申請のフロー
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建築基準関係法令等に係る是正工事の確認
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4（１） 申請のフロー （手引きP17）



5（１） 申請のフロー

≪無料耐震診断～無料訪問相談まで≫

① 無料耐震診断

建物所有者からの申込を受け、市の耐
震診断の対象となる住宅に、市が耐震診
断士を無料で派遣し、一般診断法での耐
震診断を実施する。

耐震診断報告書は、後日、申込者宛に
郵送。

② 無料訪問相談
耐震診断の結果、上部構造評点が1.0

未満の場合に、相談員が自宅を訪問し、
耐震診断の結果、耐震改修の概算費用、
一般的な耐震改修工事の方法等につい
て説明を行う。

訪問相談を希望する場合は、耐震診断
報告書の発行後に別途申込が必要。

（手引きP18）



6（１） 申請のフロー

≪設計事業者へ相談≫

③ 設計業者の選択

申請者が、登録事業者名簿を参考に、
設計事業者を選択する。

④ 事前相談・事前調査

設計者は、補助対象建築物及び補助
対象者であるかを事前調査をすること（こ
の際、事前調査の費用及び申請につい
ては申請者に対して説明を必ず行うこと）。

また、必要に応じて市への事前相談を
行うこと。

⑤ 設計契約

設計者は、補助対象建築物及び補助
対象者であることを確認してから、設計契
約を行うこと。

（手引きP18）



7（１） 申請のフロー

≪耐震改修の計画≫

⑥ 工事計画作成

申請者が希望する予算額や建物の状
態を考慮して、十分に申請者と相談した
上で使用する耐震診断方法を決定するこ
と。

⑦ 施工事業者選択

⑧ 申請書類準備

受付期間及び受付件数を市が定める
可能性があるので、適宜状況を確認する
こと。

【注意】

工事契約は、市から補助金交付決定通
知が発行されるまでは行わないこと。事
前に契約してしまうと補助金が交付され
ません！

（手引きP18）



8（１） 申請のフロー （手引きP19）



9（１） 申請のフロー

補助金交付申請

◇ 「補助金交付申請書」を提出した後、市の審査期間に通常約1か月半を要する。
（指摘・修正箇所が多量の場合はこれ以上となることもある。）
審査期間を含めて、予め十分な余裕を見込んだ工程計画を立てること。

◇ 申請には、年度ごとに受付期間及び受付件数があるので、注意すること。
◇ 提出物や添付書類等については、申請の手引きP.25～「１ 補助金交付申請に係
る提出物一覧」を参照すること。

（手引きP21）

補助金交付決定通知

◇ 補助金交付決定通知書で補助区分及び補助金交付予定額を通知。
（補助金額の確定は、耐震改修工事完了報告後であり、当該工事が完了しない場
合には補助金の交付は行わないので注意！）

◇ 通知と併せて、中間・完了検査の項目及び検査員氏名についてお知らせ。
◇ 補助金交付決定通知以前に、耐震改修工事に係る事業が補助金交付申請を行っ
た年度内に実施することが困難であることが発覚した場合は、耐震改修工事の取り
やめを行い、改めて次年度以降に申請を行うこと。



10（１） 申請のフロー （手引きP20）



11（１） 申請のフロー

工事契約及び工事着手

◇ 工事契約は、補助金交付決定の通知日から、速やかに行うこと。
◇ 契約者は申請者と同一とすること。
◇ 契約書には「着手年月日」と「完了予定年月日」を記載すること。（「完了予定年月日」につい
ては、申請書に記載した「完了予定年月日」から１か月以上延長される場合は「変更報告書」
の提出が必要となりますので、市に相談ください。）

◇ 工事契約後は、速やかに工事着手すること。
◇ 工事工程が決まり次第、検査員に連絡をとり、検査員に工事工程表を渡すこと。

（手引きP21）

着手届及び中間検査申請

◇ 「着手届」は、工事着手後速やかに提出すること。
◇ 「中間検査依頼書」は、中間検査を受検する５日前までに提出すること。提出がない場合に
は、中間検査を実施できないので、注意すること。

◇ 着手届の添付書類等については、申請の手引きＰ．39～「４ 着手届の書類」を参照するこ
と。

◇ 工事着手前に、耐震改修工事に係る事業が補助金交付決定通知を受けた年度内で実施す
ることが困難であることが発覚した場合は、耐震改修工事の取りやめを行い、改めて次年度以
降に申請を行うこと。



中間検査

◇ 検査員に直接連絡を取り、次の工程で中間検査を受検すること。
（検査日の直前の検査予約は対応できない場合があるため、余裕を持って予約すること。）

【中間検査を行う工程】

◇ 基礎の配筋完了時（１回）
◇ 筋かい・面材・金物等設置完了時（原則１回）
◇ 既存屋根撤去完了時（１回）
◇ その他市長が必要と認める工程

12（１） 申請のフロー

◇ 耐力壁工事については、検査を行う工事箇所数を市が指定。実際に中間検査を実施する
箇所は、次頁の各号に掲げる事項を考慮して、工事監理者（代表となる設計者）と協議のう
え、検査員が決定。

（手引きP21～22）



13（１） 申請のフロー

中間検査

１） 壁の耐力の合計がより大きい工事箇所において実施する。
２） 柱の引抜力、又は、設置する柱頭・柱脚金物の許容耐力が大きい工事箇所において実施す
る。

３） 中間検査を実施する工程が、筋かい設置完了時、面材設置完了時及び金物等設置完了時
のいずれかに偏りのないようにする。

◇ 検査を受検する前に、必ず代表となる設計者（※）による検査を行うこと。
また、検査には、代表となる設計者が立ち会うこと。
※ やむを得ない理由がある場合は、当該事業者に所属する建築士の立ち会いでも可。

（完了検査においても同じ。）

◇ 中間検査の内容は記録に残し、検査員から指示がある場合には従うこと。

（手引きP21～22）



14（１） 申請のフロー

完了実績報告

◇ 補助対象外工事を含む、全ての工事が完了したら、速やかに完了実績報告書一
式を提出すること。

◇ 完了実績報告書を提出した後、完了検査を実施。

◇ 完了実績報告には、年度ごとに提出期限が定められる。当該期限までに完了実績
報告書一式が提出されず、補助金額確定が年度内に行われなかった場合には、補
助金が交付されないので、注意すること。

◇ 報告書一式については、申請の手引きＰ．40～「６ 完了実績報告の書類」を参照
すること。

（手引きP23）
工事完了

完了実績報告書一式を提出する前に、代表となる設計者による検査を行い、耐震改修工事に
係る計画どおり適正に施工されていることを確認すること。



15（１） 申請のフロー

完了検査

◇ 検査を受ける前に、工事内容等に変更がある場合は、変更がある旨を市に報告すること。
市が求める場合は、変更となる書類を市に提出し、市の確認が完了してから検査を行うこと。

◇ 完了実績報告書一式の提出がない場合には、完了検査を実施できないので、注意すること。

◇ 検査員に連絡し、完了検査を受検すること。（中間検査同様、余裕を持って連絡すること。）

◇ 検査には、代表となる設計者が立ち会うこと。

◇ 現地の出来形をもとに検査を行う。検査員からの指示がある場合は、それに従うこと。

◇ 確認申請を要した場合は、別途、建築基準法の完了検査を受検し、検査済証を取得すること。

（手引きP23）



16（１） 申請のフロー

補助金額確定通知

◇ 完了検査実施後、耐震改修工事が適切に実施されたことを現場及び完了実績報
告書にて確認した後に、「補助金額確定通知書」「耐震改修済証」「住宅耐震改修証
明書（所得税特別控除用と固定資産税・都市計画税減税用で計二枚）」を市が発行
のうえ、申請者へ郵送する。

◇ 「補助金額確定通知書」では、最終的に確定した補助金額を通知。

（手引きP23）
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耐震改修促進税制

4－１ 申請のフロー

市が発行する場合
（住宅耐震改修証明書（抜粋））

事業者が発行する場合
（増改築等工事証明書（抜粋））
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耐震改修促進税制

4－１ 申請のフロー

【税控除に係る証明書発行の手続きについて】

■登録事業者及び一時登録事業者が発行する場合
⇒「増改築等工事証明書」を発行

■市に発行を希望する場合
⇒「補助金額確定通知書」と同時に「住宅耐震改修証明書」を発行し、申請者に郵送。

〈注意点〉
◆ 市の補助金申請に係る「完了実績報告書」と同時に、「住宅耐震改修証明書」を２部提出す
る必要がある。（１部は所得税の特別控除用に、１部は固定資産税減額措置用に発行。）

◆ 申請者の「住所」「電話」「氏名」「家屋の所在地」のみを記入し、提出する。

※ 所得税の特別控除、固定資産税・都市計画税減額措置には、それぞれ対象となる住宅の要件が
ある。（補助を受けて改修工事を行った住宅全てが対象となるわけではないので注意！）
固定資産税・都市計画税の減額措置については、工事完了３か月以内に区役所の税務課家屋担

当へ手続きをする必要がある。申請者に説明するとともに、当該期間に間に合うように証明書を発
行すること。



標示物（門標シール）

補助を受けて耐震改修を実施した建築物に対して、
耐震性を有することを証する書面と、標示物（門標シール）を交付。

＜対象要件＞

横浜市の耐震改修の補助制度を利用して、
耐震診断による点数が1.0以上となる耐震改
修工事を実施した木造住宅

19
耐震改修済証

（１） 申請のフロー



20（１） 申請のフロー

補助金請求

◇ 補助金額確定通知後、速やかに「補助金請求書」を提出すること。

◇ 補助金額確定通知を受けた年度を超えて、一定期間（出納整理期間）を過ぎると、
補助金の支払いができなくなる。

◇ 添付書類等については、申請の手引きＰ．43～「７ 補助金請求の書類」を参照。

補助金の支払い

◇ 補助金請求書の受理から約１か月を目安に、市が申請者の口座に補助金を振り
込む。

（手引きP23）

（手引きP23）



21（１） 申請のフロー

収支決算

◇ 補助金額確定通知日より速やかに、「収支決算書」を提出すること。

◇ 「収支決算書」の提出がされない場合、交付した補助金の返還を求める可能性があ
る。

◇ 添付書類等については、申請の手引きＰ．43～「８ 収支決算の書類」を参照。

（手引きP23）



22（１） 申請のフロー

【変更が生じた場合】

◇ 交付決定通知が発行された後に、申請内容を変更する場合は、変更の手続きが必要。

◇ 以前に変更手続きを行っている場合は、前回の変更後の耐震改修工事計画から、今回変更
を行う箇所の変更手続きを行うこと。

◇ 変更の手続きが適切に行われないまま、変更に係る契約や工事施工等が行われた場合には、
補助金が交付できない場合がある。

◇ 変更の内容によって、提出するものが異なる。
提出書類等については、申請の手引きＰ．38～「３ 変更に関する書類の詳細事項」を参照。

（手引きP22～23）



23（１） 申請のフロー

本事業の申請の手続きには期間が定められてるので注意！

① 補助金交付申請を受理した翌日から起算して90日が経過しても、以下の理由により
補助金交付決定ができない場合

・ 書類に不備または不整合がある場合
・ 当該申請に係る申請者が補助対象者であること、当該申請に係る建築物が補助
対象建築物であること、又は当該申請に係る耐震改修工事に要する費用が適正で
あることが、申請者及び設計事業者から提出された書類により確認できない場合

⇒ 補助金不交付決定

② 市長が定める提出期限までに完了実績報告書一式が提出されず、補助金交付決定
通知を受けた年度内に補助金額の確定が行えない場合

⇒ 補助金交付決定の取り消し

【注意：申請、補助金交付決定の取消し等について】
（手引きP24）



24（１） 申請のフロー

③ その他横浜市木造住宅耐震改修促進事業に関する補助金交付要綱に違反した場
合

⇒ 補助金交付決定の取り消し
また、既に補助金を交付している場合は、補助金の返還を求める。

※ その他、詳しくは横浜市木造住宅耐震改修促進事業の要綱を確認すること。

（手引きP24）



25（１） 申請のフロー

前２頁の【注意：申請、補助金交付決定の取消し等について】に掲げる期限を超えた場
合には、申請者に起因する場合を除き、事業者登録を取り消す（再度の一時登録申請を
認めない）場合がある。

また、本事業に係る手続きにおいて、市長が登録事業者（又は一時登録事業者）に書
類の追加提出又は訂正を求めた後に、90日以上書類の追加提出又は訂正がされない
場合は、事業者登録を取り消す（又は再度の一時登録申請を認めない）場合がある。
ただし、当該事業の申請者に起因する場合は除く。

【事業者登録の取り消しに関する注意事項】



4 木造住宅耐震改修促進事業の申請について

（１） 申請のフロー

（２） 申請にあたっての注意点

（３） 申請書類について

（４） 建築基準関係法令等への適合
建築基準関係法令等に係る是正工事の確認

26



27

【１ 申請手続きの注意点】

以下に該当する場合、補助金は支払われない。

・ 補助金交付決定通知前の工事契約の締結や工事着手があった場合

・ 変更手続きを行わずに、契約の締結及び変更部分の工事着手を行った場合

・ 途中で改修工事を取り止めた場合等

・ 適正な改修工事が行われなかった場合、その他要綱に違反した場合等

以下に該当する場合、中間検査を実施しない。

・ 中間検査を受検する５日前までに、中間検査申請書の提出がない場合

・ 中間検査を行う箇所について変更があるにもかかわらず、建築防災課への相談を行っ

ていない場合

その他

・ 補助事業の申請の手続きにおいて定められた各期間を超えた場合には、申請の取り下

げとして扱う場合があるほか、申請者に起因する場合を除き、事業者登録を取り消す（再

度の一時登録申請を認めない）場合がある。

（２） 申請にあたっての注意点

（手引きP63）



28

【２ 申請者への対応】

（２） 申請にあたっての注意点

＜登録事業者又は一時登録事業者として注意する点＞

※ 登録事業者又は一時登録事業者の責務に反する行為があったと認められる場合に
は、登録の取消し又は再度の一時登録申請を認めない場合がある。

● 耐震改修工事の依頼を受けたときの注意点

① 市民の方から連絡があった場合、良心的かつ誠実に相談に応じること。

② 不安を与えるような言動・行動は慎むこと。

③ 依頼を受けたら丁寧に説明・報告をすること。

④ 補助金が受けられるか否かの正確な調査を行わないうちに、補助金が受けられない
と市民の方に伝えないこと。

⑤ 設計契約前に補助対象建築物及び補助対象者か否かの事前調査を行う場合や、
見積書を作成する場合等は、必ずその費用等について説明を行い、市民の方の了解
を得てから業務を行うこと。

（手引きP63～64）
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【２ 申請者への対応】

（２） 申請にあたっての注意点

● 耐震改修工事の計画を作成するときの注意点

① 現況の建築物の耐震性を把握し、申請者が理解できるように丁寧に説明を行い、申
請者の要望をよく聴いたうえで、耐震改修工事の方向性を決定すること。

② 申請者の予算や希望する耐震性能、現況の建物の状態等を詳細に把握し、最も適
した耐震診断法を選択すること。

③ 耐震改修工事後に、大地震が発生した場合の被災の可能性や損傷程度について十
分に説明すること。

④ 作成した耐震改修工事の計画について、工事の内容・方法、費用、生活への影響・
工期・計画変更の可能性等について丁寧に説明を行い、申請者が計画を理解したうえ
で、計画の了解を得ること。

（手引きP64～65）
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【２ 申請者への対応】

（２） 申請にあたっての注意点

● 耐震改修工事を行うときの注意点

① 工事着手にあたり、工事の状況や、その日の工事の内容、箇所、時間等について適
宜申請者に説明をすること。

② 工事着手にあたり、事前に近隣の方に、どのような工事を行い、どのような影響があ
るかを説明し、理解を得ること。

③ 工事着手後、変更を行う場合は、変更理由及び変更内容について、当該変更箇所に
着手する前に、申請者に丁寧に説明をすること。

● 耐震改修工事完了後の注意点

工事完了後に、工事施工写真等の施工状況が分かる資料一式を申請者に渡して工事
の報告をすること。

（手引きP65）



① 混構造の場合
（建築物の一部に鉄骨や鉄筋コンクリート等がある場合）

② 市の耐震診断報告書に「詳細な調査が必要」や「市に相談が必要」と書かれ
ている場合

③ その他、補助対象建築物又は補助対象者となるかどうか判断に迷う場合

31

【３ その他】

建築防災課に事前相談が必要なもの

（２） 申請にあたっての注意点



4 木造住宅耐震改修促進事業の申請について

（１） 申請のフロー

（２） 申請にあたっての注意点

（３） 申請書類について

（４） 建築基準関係法令等への適合
建築基準関係法令等に係る是正工事の確認

32
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《提出物チェックリスト》

（３） 申請書類について
【必ず提出するもの】（手引きP25）

＜書類名＞ 
<参照 
ページ> <様式> 

<記入 
要領> 

① 申請書 P.27  P.79～ 

 補助金交付申請書    第１号様式  

② 提出書類チェックリスト P.27 有  

③ 委任状 P.27 有  

④ 建物の所在地及び所有者が確認できるもの 
（以下のうちいずれか） 

P.27   

 建物の登記事項証明書（全部事項証明）（原本）    

 その他、建物の所在地及び所有者を確認できるもの    

⑤ 建築年次が確認できるもの（以下のうちいずれか） P.28   

 建築確認通知書（確認済証）の写し    

 建築確認申請台帳記載証明書    

 その他、建築年次を確認できるもの    

⑥ 補助対象者であることが確認できるもの P.28   

 住民票の写し（原本）    

 世帯員確認届出書  様式３ P.86 

 市税の滞納状況を調査することについての同意書  様式４ P.88 

⑦ 補助対象建築物であること（建築物の概要）が確認できるもの P.29   

 建築物概要に関する報告書  有  

 延床面積、建築面積の根拠となる求積図    

 
配置図及び建築基準法第 43条（敷地等と道路の関係）及び第 44

条（道路内の建築制限）に適合していることが確認できる資料 
   

 現況写真（建築物の外観及び立地状況がわかるもの）（両面可）    

⑧ 実施する耐震改修工事の内容が確認できるもの P.29～   

 プランニングシート  有  

 改修工事仕様一覧表・補助金申請額算出シート  有 P.83 

 現地調査シート  有  

 耐震診断の計算書（現況・計画（Ｎ値含む））（両面可）    

 工事箇所ごとの現況写真（両面可）    

 工事費の見積書（両面可）  参考様式有 P.89 

⑨ 代表となる建築士が耐震改修促進法施行規則第５条第１号又は

第２号に該当していることが確認できるもの 
P.34   

 講習会の受講証の写し    

⑩ 本人確認ができる書類の写し P.34   

⑪ その他、市長が必要と認めるもの P.35   

 

＜書類名＞ 
<参照 

ページ> 
<様式> 

<記入 
要領> 

⑫ 登録事業者でない事業者が設計又は施工を行う場合 P.35   

 一時登録届出書類一式  一部有  

⑬ 非課税世帯区分で申請する場合 P.35   

 課税（非課税）証明書（原本）    

⑭ 現況に則した登記がされていない場合 P.35～   

 誓約書  様式１  

 申請に係る建築物の所有権確認届出書  様式２ P.84 

⑮ 申請者が補助対象建築物に耐震改修工事完了後に入居する場合 P.37   

 誓約書  様式１  

⑯ 建築基準法関係法令等への抵触に係る是正工事が必要な場合 P.37   

 誓約書  様式１  

⑰ 今回実施する工事に確認申請が必要な場合 P.37   

 誓約書  様式１  

 確認済証の写し    

⑱ 建物の所有者と申請者が異なる場合 P.37   

 戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）（原本）    

 承諾届出書  様式９ P.85 

⑲ 建物の所有者が複数名いる場合 P.37   

 承諾届出書  様式９ P.85 

⑳ 市の耐震診断を受けている場合 P.38   

 木造住宅の耐震診断報告書の写し    

㉑ 建物の一部に自営の店舗が含まれている場合 P.38   

 店舗の経営者が申請者であること確認できるもの    

㉒ 特殊な工法を使用する場合 P.38   

 特殊な工法の資料    

㉓【壁量充足型】にて耐震改修工事を実施する場合 P.38   

 事前説明シート    
 

【場合により提出するもの】

（手引きP26）
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《提出物チェックリスト》

（３） 申請書類について
【必ず提出するもの】（手引きP25）

＜書類名＞ 
<参照 
ページ> <様式> 

<記入 
要領> 

① 申請書 P.27  P.79～ 

 補助金交付申請書    第１号様式  

② 提出書類チェックリスト P.27 有  

③ 委任状 P.27 有  

④ 建物の所在地及び所有者が確認できるもの 
（以下のうちいずれか） 

P.27   

 建物の登記事項証明書（全部事項証明）（原本）    

 その他、建物の所在地及び所有者を確認できるもの    

⑤ 建築年次が確認できるもの（以下のうちいずれか） P.28   

 建築確認通知書（確認済証）の写し    

 建築確認申請台帳記載証明書    

 その他、建築年次を確認できるもの    

⑥ 補助対象者であることが確認できるもの P.28   

 住民票の写し（原本）    

 世帯員確認届出書  様式３ P.86 

 市税の滞納状況を調査することについての同意書  様式４ P.88 

⑦ 補助対象建築物であること（建築物の概要）が確認できるもの P.29   

 建築物概要に関する報告書  有  

 延床面積、建築面積の根拠となる求積図    

 
配置図及び建築基準法第 43条（敷地等と道路の関係）及び第 44

条（道路内の建築制限）に適合していることが確認できる資料 
   

 現況写真（建築物の外観及び立地状況がわかるもの）（両面可）    

⑧ 実施する耐震改修工事の内容が確認できるもの P.29～   

 プランニングシート  有  

 改修工事仕様一覧表・補助金申請額算出シート  有 P.83 

 現地調査シート  有  

 耐震診断の計算書（現況・計画（Ｎ値含む））（両面可）    

 工事箇所ごとの現況写真（両面可）    

 工事費の見積書（両面可）  参考様式有 P.89 

⑨ 代表となる建築士が耐震改修促進法施行規則第５条第１号又は

第２号に該当していることが確認できるもの 
P.34   

 講習会の受講証の写し    

⑩ 本人確認ができる書類の写し P.34   

⑪ その他、市長が必要と認めるもの P.35   

 

＜書類名＞ 
<参照 

ページ> 
<様式> 

<記入 
要領> 

⑫ 登録事業者でない事業者が設計又は施工を行う場合 P.35   

 一時登録届出書類一式  一部有  

⑬ 非課税世帯区分で申請する場合 P.35   

 課税（非課税）証明書（原本）    

⑭ 現況に則した登記がされていない場合 P.35～   

 誓約書  様式１  

 申請に係る建築物の所有権確認届出書  様式２ P.84 

⑮ 申請者が補助対象建築物に耐震改修工事完了後に入居する場合 P.37   

 誓約書  様式１  

⑯ 建築基準法関係法令等への抵触に係る是正工事が必要な場合 P.37   

 誓約書  様式１  

⑰ 今回実施する工事に確認申請が必要な場合 P.37   

 誓約書  様式１  

 確認済証の写し    

⑱ 建物の所有者と申請者が異なる場合 P.37   

 戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）（原本）    

 承諾届出書  様式９ P.85 

⑲ 建物の所有者が複数名いる場合 P.37   

 承諾届出書  様式９ P.85 

⑳ 市の耐震診断を受けている場合 P.38   

 木造住宅の耐震診断報告書の写し    

㉑ 建物の一部に自営の店舗が含まれている場合 P.38   

 店舗の経営者が申請者であること確認できるもの    

㉒ 特殊な工法を使用する場合 P.38   

 特殊な工法の資料    

㉓【壁量充足型】にて耐震改修工事を実施する場合 P.38   

 事前説明シート    
 

【場合により提出するもの】

（手引きP26）



35（３） 申請書類について

《① 申請書 （第１面）》

注意点

令和７年度から新様式になりました。

◇ 他制度を利用しない場合も〇をすること。
（青枠部分）

チェックポイント



3636（３） 申請書類について



37（３） 申請書類について

《③委任状》 《④建物の所在地及び所有者が

確認できるもの》

◇ 建物の登記事項証明書（全部事項

証明書）（３か月以内の原本）

◇ その他、建物の所在地及び所有者

を確認できるもの（手引きP35～）

※以下のうちいずれかを提出



38（３） 申請書類について

《⑤建築年次が確認できるもの》 ※以下のうちいずれかを提出

◇ 建築確認通知書（確認済証）の写し

◇ その他、建築年次を確認できるもの

◇ 建築確認申請台帳記載証明書

《⑥補助対象者であることが確認できるもの》

提出が必要なもの

◇ 住民票の写し

◇ 世帯員確認届出書

◇ 市税の滞納状況を調査することについての同意書

≪注意点≫・申請日から３か月以内の原本で、居住者全てが記載

（世帯分離の場合は、それぞれの住民票が必要）

・申請者が工事完了後に入居する場合は、現在居住する住所の住民票

・マイナンバーの記載がないもの



3939（３） 申請書類について

《⑥ 世帯員確認届出書》



40（３） 申請書類について

《⑥ 市税の滞納状況を調査することについての同意書》

チェックポイント

◇ 居住する／居住する予定の世帯の世帯
員全員について提出が必要。
（18歳未満の者、かつ、建物所有者でない
者を除く。）



4141（３） 申請書類について

《⑦ 補助対象建築物であること（建築物の概要）が確認できるもの》

提出が必要なもの

◇ 建築物概要に関する報告書

◇ 建築基準法第43条（敷地等と道路
の関係）及び第44条（道路内の建築
制限）に適合していることが確認でき
る書類

◇現況写真



《⑧ 実施する耐震改修工事の内容が確認できるもの》

提出が必要なもの

◇ プランニングシート

◇ 改修工事仕様一覧表

◇ 補助金申請額算出シート

◇ 現地調査シート

◇ 耐震診断の計算書（現況・計画・N値）

◇ 工事箇所ごとの現況写真

◇ 工事費の見積書

42（３） 申請書類について



43（３） 申請書類について

《⑧ 改修工事仕様一覧表》

第１面 第２面



444445（３） 申請書類について

《⑧ 改修工事仕様一覧表》
基礎工事 屋根工事



45（３） 申請書類について
《⑧ 補助金申請額算出シート》



46

《⑧ 現地調査シート》

（３） 申請書類について

第１面 第２面 第３面



4748（３） 申請書類について

《⑧ 工事費の見積書》

【参考様式】



48

《提出物チェックリスト》

（３） 申請書類について
【必ず提出するもの】（手引きP25）

＜書類名＞ 
<参照 
ページ> <様式> 

<記入 
要領> 

① 申請書 P.27  P.79～ 

 補助金交付申請書    第１号様式  

② 提出書類チェックリスト P.27 有  

③ 委任状 P.27 有  

④ 建物の所在地及び所有者が確認できるもの 
（以下のうちいずれか） 

P.27   

 建物の登記事項証明書（全部事項証明）（原本）    

 その他、建物の所在地及び所有者を確認できるもの    

⑤ 建築年次が確認できるもの（以下のうちいずれか） P.28   

 建築確認通知書（確認済証）の写し    

 建築確認申請台帳記載証明書    

 その他、建築年次を確認できるもの    

⑥ 補助対象者であることが確認できるもの P.28   

 住民票の写し（原本）    

 世帯員確認届出書  様式３ P.86 

 市税の滞納状況を調査することについての同意書  様式４ P.88 

⑦ 補助対象建築物であること（建築物の概要）が確認できるもの P.29   

 建築物概要に関する報告書  有  

 延床面積、建築面積の根拠となる求積図    

 
配置図及び建築基準法第 43条（敷地等と道路の関係）及び第 44

条（道路内の建築制限）に適合していることが確認できる資料 
   

 現況写真（建築物の外観及び立地状況がわかるもの）（両面可）    

⑧ 実施する耐震改修工事の内容が確認できるもの P.29～   

 プランニングシート  有  

 改修工事仕様一覧表・補助金申請額算出シート  有 P.83 

 現地調査シート  有  

 耐震診断の計算書（現況・計画（Ｎ値含む））（両面可）    

 工事箇所ごとの現況写真（両面可）    

 工事費の見積書（両面可）  参考様式有 P.89 

⑨ 代表となる建築士が耐震改修促進法施行規則第５条第１号又は

第２号に該当していることが確認できるもの 
P.34   

 講習会の受講証の写し    

⑩ 本人確認ができる書類の写し P.34   

⑪ その他、市長が必要と認めるもの P.35   

 

＜書類名＞ 
<参照 

ページ> 
<様式> 

<記入 
要領> 

⑫ 登録事業者でない事業者が設計又は施工を行う場合 P.35   

 一時登録届出書類一式  一部有  

⑬ 非課税世帯区分で申請する場合 P.35   

 課税（非課税）証明書（原本）    

⑭ 現況に則した登記がされていない場合 P.35～   

 誓約書  様式１  

 申請に係る建築物の所有権確認届出書  様式２ P.84 

⑮ 申請者が補助対象建築物に耐震改修工事完了後に入居する場合 P.37   

 誓約書  様式１  

⑯ 建築基準法関係法令等への抵触に係る是正工事が必要な場合 P.37   

 誓約書  様式１  

⑰ 今回実施する工事に確認申請が必要な場合 P.37   

 誓約書  様式１  

 確認済証の写し    

⑱ 建物の所有者と申請者が異なる場合 P.37   

 戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）（原本）    

 承諾届出書  様式９ P.85 

⑲ 建物の所有者が複数名いる場合 P.37   

 承諾届出書  様式９ P.85 

⑳ 市の耐震診断を受けている場合 P.38   

 木造住宅の耐震診断報告書の写し    

㉑ 建物の一部に自営の店舗が含まれている場合 P.38   

 店舗の経営者が申請者であること確認できるもの    

㉒ 特殊な工法を使用する場合 P.38   

 特殊な工法の資料    

㉓【壁量充足型】にて耐震改修工事を実施する場合 P.38   

 事前説明シート    
 

【場合により提出するもの】

（手引きP26）



49（３） 申請書類について

《⑫ 登録事業者でない事業者が設計又は施工を行う場合》

◇ 設計・施工事業者一時登録届出書

◇ 事業者一時登録票

◇ 宣誓書（設計区分・施工区分）

等

提出が必要なもの

※詳細は申請の手引きP60～を参照



5051（３） 申請書類について

《⑬非課税世帯区分で申請する場合》

◇ 課税（非課税）証明書

≪注意点≫

補助対象建築物に居住している全ての方の過去２年分の証明書を提出すること（完了後

に居住する予定の方、単身赴任者についても同様）

【申請日が１月１日から６月30日までの場合】

申請する年の２か年前と３か年前の各々1年間分（１月１日から12月31日）の証明書

（例）令和７年１月１日～令和７年６月30日の申請の場合

⇒令和６年度(令和５年分)と令和５年度（令和４年分）の証明書

【申請日が７月１日から12月31日までの場合】

申請する年の１か年前と２か年前の各々１年間分（１月１日から12月31日）の証明書

（例）令和７年７月１日～令和７年12月31日 の申請の場合

⇒令和７年度(令和６年分)と令和６年度（令和５年分）の証明書

提出が必要なもの



51（３） 申請書類について

【誓約書】

提出が必要となる場合

《⑭現況に則した登記がされていない場合》

《⑮申請者が補助対象建築物に耐震改修工事完
了後に入居する場合》

《⑯建築基準法関係法令等への抵触に係る是正
工事が必要な場合》

《⑰今回実施する工事に確認申請が必要な場合》
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【承諾届出書】

（３） 申請書類について

提出が必要となる場合

《⑱建物の所有者と申請者が異なる場合》

《⑲建物の所有者が複数名いる場合》

≪注意点≫

◇ 補助対象建築物の所有者全員からの提出が

必要

◇ 登記簿に記載された所有者・持分と整合させ

ること

◇ 届出者の住所・氏名は登記簿と整合させるこ

と（住所が異なる場合は、それが確認できる書類

の提出が必要）



53（３） 申請書類について

◇ 木造住宅の耐震診断報告書の写し

◇ 店舗の経営者が所有者等であることが確認できるもの

《⑳市の耐震診断を受けている場合》

提出が必要なもの

《㉑建物の一部に自営の店舗が含まれている場合》

提出が必要なもの

【例】・営業に係る許可証の写し
・加盟店契約書の写し



54

《㉓【壁量充足型】にて耐震改修工事を実施する場合》

◇ 事前説明シート

（申請者に壁量充足型について説明するために用いる。）

（３） 申請書類について

《㉒特殊な工法を使用する場合》

◇ 技術評価書又は大臣認定証

◇ 資格証・受講証（設計・施工に資格や講習会の受講が必要な場合）

◇ 壁倍率や壁強さ倍率、基準耐力及び基準剛性が分かる書類

提出が必要なもの

提出が必要なもの



55

変更の手続き
補助金交付決定通知が発行された後に、補助金交付申請書一式に記載された

事項（耐震改修計画）を変更する場合、変更の手続きが必要

（３） 申請書類について （変更報告・変更申請）

●変更に関する書類の詳細事項

変更の際に必要な書類の詳細については次のとおり。
変更内容によって、提出するものが異なります。
提出は１部で、両面印刷は不可。

・補助区分の変更（課税区分・非課税区分）
・補助金交付申請額の増額
・設計事業者及び施工事業者の変更
・耐震改修設計に用いる診断法の変更
・完了予定期日の変更
・上記以外の変更

変更申請

変更報告



56

【１ 「変更申請」が必要な場合】

◇ 次のアからオの場合には、「変更申請」が必要。

ア 補助区分の変更
補助区分の「一般世帯区分」と「非課税世帯区分」の変更を行う場合

イ 補助金申請額に係る変更
補助対象である耐震改修工事の計画を変更することにより、補助金申請額が増額
になる場合

ウ 設計及び施工事業者の変更
申請時に申告した事業者と別の事業者に変更を行う場合

エ 耐震診断法の変更
耐震改修工事の計画を策定する際に用いる耐震診断法を変更する場合

オ その他市長が必要と認めた変更
上記のアからエ以外においても、補助金を交付するうえで重要な事項の変更は、

変更申請が必要となる場合がある。変更を行う場合には、その手続きについて、
建築防災課に確認すること。

（変更報告・変更申請）（３） 申請書類について
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【２ 「変更報告」が必要な場合】

◇ 耐震改修工事の完了予定年月日を変更する場合

・ 市長が定める完了実績報告書一式の提出期限を超えての実施期間の延長はできない
（年度をまたぐ変更はできない）。
・ 延長期間が１か月を超えない場合、又は、実施期間を短縮する場合は手続き不要。

◇ 【１ 変更申請が必要な場合】及び【耐震改修工事の完了予定年月日を変更する場
合】に該当しない変更の場合

※ 耐震改修工事の計画が、当初計画から著しく変更になる場合（軽微な変更と認められな
い場合）は、「変更申請」が必要。

（変更報告・変更申請）（３） 申請書類について
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◇ 「変更申請」の場合には、市が申請に対する承認通知書を発行。工事契約を締結し
ていない場合は、通知後速やかに契約すること。

◇ 変更契約を行う場合、「変更申請」の場合は通知後、「変更報告」の場合は報告書の
提出以降に契約を行うこと。
ただし、補助対象外である耐震改修工事以外の工事費の変更契約については、契

約後の変更報告でも可。

◇ 変更契約後は速やかに、変更契約書の写しを提出すること。

◇ 「変更申請」の場合は、変更箇所の工事着工（中間検査の受検を含む）は、必ず通
知後に行うこと。

◇ 完了実績報告書一式を提出する前に、全ての変更の手続きを終了させていることが
必要。

変更が生じた場合の注意点

（変更報告・変更申請）（３） 申請書類について



59（変更報告・変更申請）

【変更申請の場合】

① 変更申請書
◆事業内容変更申請書（第９号様式）

② 変更した内容に関する書類一式

【変更報告の場合】

① 変更報告書
◆事業内容変更報告書（第11号様式）

② 変更した内容に関する書類一式

（３） 申請書類について



60（着手届・中間検査申請）

着手届・中間検査依頼

【着手届】

・ 着手届（第７号様式）

・ 工事契約書の写し

・ 工事工程表

【中間検査依頼】

・ 中間検査依頼書（第８号様式）

着手届・中間検査申請の書類

※ 書類作成にあたって、着手年月日・完了予定年月

日は統一させること。

（３） 申請書類について

工事着手後速やかに、かつ、中間検査を受検する5日前までに提出。

※ 提出は一部、片面印刷
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＜必ず提出するもの＞
・ 完了実績報告書（第16号様式）
・ 工事監理・施工状況報告書（様式7）
・ 工事写真
・ 工事費用の全額分の請求書又は領収書の写し
・ 補助金交付決定通知書及び補助金交付変更決定通知書の写し

＜場合によって提出するもの＞
・ 住宅耐震改修証明申請書・証明書※1※2

※1 両面印刷とすること

※2 所得税用と、固定資産税減額用の証明書の発行を希望する場合は同じものを２部提出

すること

・ 補助金交付申請の際に誓約した事項に関する報告書類（誓約書を提出した場合）

完了実績報告の書類

完了実績報告

（完了実績報告）（３） 申請書類について

※ 提出は一部、片面印刷



【工事完了報告の際に提出する工事写真】

62

◇耐力壁工事の写真 ※工事箇所ごとに撮影

①工事着工前
②軸組（筋かい等設置）完了時
③面材（構造用合板等）設置完了時
④工事（仕上げ）完了時

（完了実績報告）（３） 申請書類について

Point

・ 工事箇所の耐力壁全体（左右の柱及び上下の横
架材）が写るように撮影（遠景からの撮影が難しい
場合には、上下２枚に分けて撮影）する。

・ 筋交いを入れる箇所ではなくても、解体後の写
真を添付する。

・ 既存の工法等が写真で確認できない場合は、
「○○が施工されていることを確認済み。」等の文
言を写真帳に記載する。



【工事完了報告の際に提出する工事写真】

63

◇基礎工事の写真 ※工事箇所ごとに撮影

①工事着手前
②配筋完了時
③工事完了時

（完了実績報告）（３） 申請書類について

Point

・ 全体が写るように撮影（全体が一枚で網羅できな
い場合は、何枚かに分けて撮影）する。



【工事完了報告の際に提出する工事写真】

64

◇屋根工事の写真 ※工事箇所ごとに撮影

①工事着手前（近景＆遠景）
②既存屋根ふき材撤去完了時
③野地板設置完了時
④屋根工事完了時（近景＆遠景）

（完了実績報告）（３） 申請書類について

Point

・ 遠景が撮れない場合は、全体を網羅できるように
区分分けして撮影する。



【誓約書にて誓約した事項に関する報告書類】

65（完了実績報告）

【補助対象建築物の登記が必要であった場合】
◇ 登記後の「建物の登記事項証明書（全部事項証明）」を提出。

【申請者が補助対象建築物に耐震改修工事完了後に入居した場合】
◇ 入居後の「住民票の写し」を提出。

【今回実施した工事に確認申請が必要であった場合】
◇ 建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項に規定する完了検査を受検し、「検査

済証の写し」を提出。

（３） 申請書類について



66
【建築基準法関係法令等への抵触に係る是正工事を行った場合】

第43条（敷地等と道路との関係）

第44条（道路内の建築制限）

⇒・ 是正完了報告書
・ 是正結果が確認できる書類

（是正後の写真等）

第47条（壁面線による建築制限）

第52条（容積率）

第53条（建ぺい率）

第56条（建築物の各部分の高さ）

第58条（高度地区）

⇒・ 是正完了報告書

（完了実績報告時に以下のものを提出）

（３） 申請書類について （完了実績報告）



67（補助金請求・収支決算書）

補助金請求 ※提出は一部、片面印刷

・ 補助金請求書（第18号様式）

補助金請求の書類

収支決算書 ※提出は一部、片面印刷

補助金額確定通知後速やかに提出

・ 収支決算書（第21号様式）

・ 工事費の領収書の写し（完了実績報告時に提出の場合は不要）

収支決算書の書類

（３） 申請書類について



68（取下げ・取止め届）

取下げ・取止め届

事情により耐震改修工事に係る事業を取止め又は取下げる場合は、速やかに「取止
め・取下げ届（第13号様式）」を提出。原則として、その他の書類は不要。提出は１部。

事情により耐震改修工事に係る事業を取止める場合は、速やかに次の書類を提出。
提出は１部で、両面印刷は不可。

① 取止め承認申請書（第14号様式）
② 交付を受けた通知書の原本
③ その他、市長が必要と認めるもの

【補助金交付決定後】

（３） 申請書類について

【補助金交付決定前】



4 木造住宅耐震改修促進事業の申請について

（１） 申請のフロー

（２） 申請にあたっての注意点

（３） 申請書類について

（４） 建築基準関係法令等への適合
建築基準関係法令等に係る是正工事の確認

69



まずは ・・・ iマッピーで道路種別を確認！

70

① 建築基準法第43条

→ 建築基準法上の道路への接道

（建築敷地が、道路に２m以上接する）

② 建築基準法第44条

→ 道路内突出の有無

（道路内に建築物（門及び屏等を含む）や擁壁等が建築又

は築造されていない）

確認事項

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】

（４） 建築基準法関係法令等への適合

敷地が接している道路の種別により、
設計ポイントや必要提出書類が異なります



71

★建築敷地の接道状況のわかるもの
（前面道路の幅員が記入された配置図等）の提出は必須！

①法第42条第１項第1号～第4号

〇 幅員が４ｍ以上確保されているか？
・ 必ず現地で道路の現況幅員や道路境界を確認
・ 道路台帳区域線図及び開発登録簿等がある場合、
図面上の幅員が現地でも確保されているか確認

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】



72

現況幅員4m未満の場合（公道の場合）

道路図面上の幅員が確保されていない場合（第1号、第2号の場合）

4ｍ以上公道図面 有

無 道路種別再判定
再判定結果の道路種別に従って設計

公道図面上
の幅員

4ｍ未満

〇道路境界線、支障物を配置図に明示
〇工事完了までに是正する旨を記載

○ 図面上の道路形態を確保
・ 道路境界線を配置図に明示
・ 工事完了時までに道路境界から突出している建築物や障害物の撤去を行う（申請書類中に記載）

★必要提出書類
・ （公道の場合）道路台帳平面図、道路台帳区域線図
・ （私道の場合）開発登録簿の写し（第２号）、公図の写し、地積測量図（第３号）
・ 現況幅員の現地メジャーテープあて写真（近景及び遠景、寸法の読み取れるもの）

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】
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②法第42条第１項第5号

〇 現況幅員が道路位置指定図上の指定幅員以上確保されているか？
〇 道路位置指定図どおりの隅切りが確保されているか？（角地の場合 ）

★必要提出書類
・ 道路位置指定図（よこはま建築情報センターで取得）
・ 現況幅員、隅切の現地メジャーテープあて写真（近景及び遠景、寸法の読み取れるもの）

道路位置指定図どおりに道路形態がない場合

○ 原則、道路位置指定図どおりの形態を復元する
・ まずは、建築防災課に相談を。状況に応じ、復元方法等ついて建築指導課に相談を。

位置指定道路の復元が必要な場合は・・・
・ 配置図内に正しい位置指定道路の位置を明記
・ 工事完了時までに復元を行う（申請書類中に記載）

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】
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③法第42条第２項（狭あい道路整備促進路線以外）
〇 まずは建築防災課に報告の上、

建築指導課へ２項道路の中心線（後退線）等の相談を！
〇 道路後退線から突出している建築物等がないか確認！

★必要提出書類
・ 配置図（２項道路の中心線を明示したもの）
・ 現況幅員の現地メジャーテープあて写真（近景及び遠景、寸法の読み取れるもの）
・ （公道の場合）道路位置指定図、道路台帳区域線図
・ その他、道路後退の判断資料等

道路後退線より突出している建築物等がある場合

道路後退線から突出している建築物（門や塀等を含む）や擁壁等の支障物の撤去を行う
・ 配置図に、道路種別・道路中心線及び道路後退線・支障物・道路排水設備（U字溝）・市杭や公道の境界線（公道の場合）
を明記

・ 工事完了時までに支障物の撤去を行う（申請書類中に記載）

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】
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④法第42条第２項（狭あい道路整備促進路線）
〇 狭あい道路担当（建築防災課）に協議書を提出！
〇 道路後退線から突出している建築物等がないか確認！

★必要提出書類
・ 現況幅員の現地メジャーテープあて写真（近景及び遠景、寸法の読み取れるもの）
・ 横浜市狭あい道路拡幅整備事業の協議書の写し
・ 狭あい道路敷実測図の写し

道路後退線より突出している建築物等がある場合

道路後退線から突出している建築物（門や塀等を含む）や擁壁等の支障物の撤去を行う
・ 横浜市狭あい道路拡幅整備事業の協議書に基づき撤去を行う
・ 配置図に、道路種別・道路中心線及び道路後退線・支障物・道路排水設備（U字溝）・市杭や公道の境界線（公道の場合）
を明記

・ 工事完了時までに支障物の撤去を行う（申請書類中に記載）

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】
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⑤法第43条第２項第１号の認定又は同項の2号の許可を要する道路上空地

〇 法第43条第２項に基づく許可は必要ですか？

〇 （必要な場合）
許可を取得、許可通知書の写しを提出

〇 （必要でない場合）
建築物及び建築物の敷地が法第43条第２項に基づく許可の建築審

査会包括同意基準に適合するか市街地建築課へ相談・建築防災課へ
報告 （市街地建築課の担当者名も報告してください）

※ 補助要件
建築審査会包括同意基準について、次のいずれかを満たすこと
・ ３-３ (1)ア～エ及び(6)を満たす
・ ３-３の2 (1),(2),(3)ア,イ及び(7)を満たす

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】
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⑤法第43条第２項第１号の認定又は同項の2号の許可を要する道路上空地

★必要提出書類
・ 現況幅員・接道幅の現地メジャーテープあて写真（近景及び遠景、寸法の読み取れるもの）
・ （公道の場合）道路台帳平面図、道路台帳区域線図
・ 公図の写し、地積測量図、土地の登記事項証明書」

（道路状の空地部分と、それに接する土地等）
・ その他必要に応じ、当該地及び周辺宅地の過去の建築確認の「建築計画概要書」及び「建築
確認申請台帳記載証明書」

建築審査会包括同意基準のうち補助要件となるものに適合しない場合

工事完了までに基準に適合させる
（例：支障物の撤去が必要な場合）
・ 配置図に、道路種別・空地の位置・撤去が必要な支障物・現況地物・市杭や公道の境界線（行動の場合） を明記
・ 工事完了時までに支障物の撤去を行う（申請書類中に記載）

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】
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⑥否道路 …すでに建築基準法の道路に該当しないと判断された道

〇 法第43条第２項の規定による許可の建築審査会包括同意基準に適
合するか市街地建築課に相談！（→防災課に報告）

⑦未判定道路
〇 建築指導課へ道路相談票を提出の上、道路判定を依頼！
〇 道路種別確定後、各道路種別の扱いに従う

（４） 建築基準法関係法令等への適合

【建築基準法第43条及び第44条への適合について】



接道長さ、敷地内通路形態

①接道長さ
○ 接道幅は２m以上ですか？

②敷地内通路形態（横浜市建築基準条例第４条）
○ 敷地内通路幅員と延長の関係が条例に適合していますか？
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【建築基準法第43条及び第44条への適合について】

（４） 建築基準法関係法令等への適合

路地状部分の長さ 路地状部分の幅員

15mを超え25m以下のもの ３m以上

25mを超えるもの ４m以上



○ 隣接地から敷地を貸借し建築物の敷地としての使用承諾を得る

※ 隣地の建築敷地が減となるため、隣地についても建築基準法関係法令等の
チェックが必要

・ 配置図に貸借した土地を明記

・ 土地使用承諾書を添付
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【建築基準法第43条及び第44条への適合について】

（４） 建築基準法関係法令等への適合

不適合の場合

★必要提出書類
・ 配置図（接道幅を記載）

（ ・ 現地メジャーテープあて写真（近景・遠景）（寸法の確認ができるもの））



－建築面積・延面積－

・ 別棟の物置及びカーポート等がある場合
→建築物概要に関する報告書の面積には算入しない

※ ベランダやバルコニーについては、建築物本体と一体の構造となっているか、

形態や接続方法を調査し、確認すること。

・ 小屋裏物置がある場合
→階とみなし床面積に算入されるかを確認

※ 「神奈川県建築基準法取扱基準－面積、高さ、階数等の算定方法－」を参照
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・ 建築基準法第５２条（容積率）

・ 建築基準法第５３条（建ぺい率）

確認事項

【建築基準法第52条及び第53条への適合について】

（４） 建築基準法関係法令等への適合



・ 市街化調整区域内の建築物の場合
→ 建築防災課に報告のうえ、調整区域課に、都市計画
法に適合しているかを確認（調整区域課の担当者名も控えておい

てください）

・ 擁壁・がけ等がある場合
→ 安全性について確認

安全であることが確認できた場合は、配置図等に「〇
〇の安全性について確認済」等記入。

地震時に建築物に影響が出ると思われる場合は、
安全策について検討。

確認事項

82（４） 建築基準法関係法令等への適合

【その他】
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申請書類は、「横浜市建築局建築防災課」のホームページからダ
ウンロードできます。
https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kenchiku/bosai/
taishin/hojokinshienseido/mokutai/mokukaishu/download.html

【申請書類の入手方法】

【申請書類の提出先】
耐震改修工事に係る申請書類は、

横浜市建築局建築防災課に持参又は郵送で提出
をしてください。

【横浜市建築局建築防災課】
〒231-0005
横浜市中区本町６－50－10 市庁舎25階
ＴＥＬ：045-671-2943 ＦＡＸ：045-663-3255
受付時間：平日８時45分～12時、13時～17時15分

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kenchiku/bosai/taishin/hojokinshienseido/mokutai/mokukaishu/download.html
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事業者登録講習会 受講確認書の提出について

受講確認書の提出をもって、登録の完了となりますので、必ず提出して
ください。
提出しない場合は、事業者登録できません。

【提出期限】
令和７年８月６日（水）必着

【提出方法】
郵送・窓口・メール（E-mail：kc-mokutai@city.yokohama.lg.jp)

受講確認書がお手元に無い場合は、下記ホームページにも公開してお
ります。
https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kenchiku/bosai/taishin/hojokin
shienseido/mokutai/mokukaishu/boshuannai.html

mailto:kc-mokutai@city.yokohama.lg.jp
https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kenchiku/bosai/taishin/hojokinshienseido/mokutai/mokukaishu/boshuannai.html
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【横浜市建築局建築防災課】
〒231-0005
横浜市中区本町６－50－10 市庁舎25階

ＴＥＬ：045-671-2943 ＦＡＸ：045-663-3255
開庁時間：平日８時45分～17時15分（12時00分～13時00分を除く）

【事業に関する相談・問い合わせ先】
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ご清聴ありがとうございました。
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